
（参考資料２）

平成25年3月

経済産業省

未策定

大手家電流通懇談会

日本ショッピングセンター協会

策定

2012年度末における「低炭素社会実行計画」の策定状況について

　今般、昨年１２月に開催した自主行動計画・業種別ワーキンググループ（ＷＧ）から約３ヶ月
が経過したことを踏まえ、ＷＧ時点で未策定であった業種に対し、策定状況等の追加調査を実
施した。
　その結果、以下のとおり、新たに２業種が計画（事務局案等を含む）を策定した。また、未策
定業種からも、今後のスケジュール等の回答があった。

業種 策定状況・今後のスケジュール

・2012年12月に次期計画策定のための調査を開始し、そ
の後、2013年2月上旬に次期計画案を作成した。
・今後、参加各社からの合意が得られ次第、可能な限り
速やかに策定した計画を経済産業省に提出する。

・2月に当協会環境対策委員会ＷＧにおいて検討、3月開
催の同委員会で審議。同委員会より、3月の理事会にお
いてショッピングセンター業界の自主行動計画における
目標値等を提案し、承認された。
・5月16日開催予定の総会で当計画内容を提案し、承認
を得て正式に決定する。（予定）

電気事業連合会

特定規模電気事業者

・現実的な国のエネルギー政策が定められておらず、原
子力の稼働の見通しも立たない現状で定量的な目標の
策定は困難であるが、引き続き､目標のあり方も含め検
討する。その際、電力システム改革も見据えつつ、電力
業界全体としての実効性のある枠組みのあり方について
も、経済産業省等と意見交換を進めてまいりたい。温暖
化対策の考え方は、安全確保（Ｓ）を大前提とした、エネ
ルギー安定供給、経済性、環境保全（３つのＥ）の同時達
成を目指す「Ｓ＋３Ｅ」の観点から、最適なエネルギーミッ
クスを追求することを基本として、ＣＯ２の排出抑制に引
き続き努める。
・現実的な国のエネルギー政策が定められておらず、原
子力の稼働の見通しも立たない現時点では、定量的な目
標の設定は困難。将来、現実的なエネルギー政策が定ま
り、原子力の稼働の見通しが立つことにより、各電気事業
者が電力の供給や運用に係る事業の見通しを示せるよう
な条件が整えば、具体的な目標について検討していく。

・電力システム改革専門委員会報告書で示された施策に
より、どの程度競争が進展するか、一般電気事業者の自
主的取り組み状況を見定めているところ。一方、国のエネ
ルギー政策は未だ定まっておらず、原発の稼働状況が不
透明であるなど、将来の事業環境を想定することは、現
時点では困難な状況である。
・国のエネルギー政策が定められ、原発再稼働の見通し
や新電力の調達先電源（卸電力取引所、常時バックアッ
プ等）の見通しが明らかとなった時点で、目標指標のあり
方や取組主体を含め、計画を検討・策定してまいりたい。
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・引き続き検討中である。
・平成２４年度のフォローアップの状況を加味して、秋ころ
までに策定したい。

・伸銅協会内のエネルギー・環境対策委員会で、板条製
品のエネルギー原単位の目標値設定方法などにつき協
議している。
・H24年度のエネルギー原単位などの実績を評価して、伸
銅業の低炭素社会実行計画を策定する予定である。

・当協会内において、今後も自主行動計画を継続することの承
認を得た。現在、協会内の技術・環境対策委員会において、原
案を作成中である。
・３月～７月：直近８年間の実績データに基づき、８年後（２０２０
年度）の目標値案を設定。
・８月：２０１３年（２０１２年度対象）自主行動計画において、会
員企業に対して、２０１４年以降の自主行動計画への継続参加
を要請。
９月：２０１３年（２０１２年度対象）自主行動計画書の提出と共
に、２０１４年以降の自主行動計計画の概要（目標値(案)も含
む）も報告。
・２０１４年８月、２０１２年度を基準にして２０１３年度を対象にし
た、新しい自主行動計画書を報告。
・新自主行動計画は、２０２１年（２０２０年度対象）まで、継続予
定。

・低炭素社会実行計画では、代表的な鉱山ごとに実行可能な省
エネ計画を立案し、それを積み上げ目標設定することで検討を
進めている。
・石灰石を採掘している鉱山は、自然条件により採掘が進むに
つれエネルギー原単位は悪化する傾向にある。これに対して、
具体的な省エネ対策を織り込み、目標値を設定するための検
討を進めてきている。スケジュールについては、上期を目処に
決定する計画としたい。

・今後とも、参加企業の自主的な取組を促進する。
・業界としての計画策定については、検討中である。

未策定

日本ベアリング工業会

日本産業機械工業会

日本建設機械工業会

日本工作機械工業会

日本アルミニウム協会

日本伸銅協会

日本染色協会

石灰石鉱業協会

日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会

・工業会事務局において、引き続き低炭素社会実行計画
（案）の検討を実施している。
・来年度、複数回開催される環境委員会及びＷＧでの議
論を経て、理事会で審議・承認を行う。（早くて11月の理
事会で審議・承認予定）

・「低炭素社会実行計画」に参加の意思表明をしている
が、具体的な目標については、当工業会地球環境対策
委員会で検討中である。目標が纏まるまでの期間におい
ては、現行の自主行動計画に掲げたものと同等の取組を
推進する。
・今後の経済状況を把握することに加え、政府における
検討なども勘案しつつ、どの程度CO2排出削減が可能
か、目標が纏まった段階で策定・公表する。（予定）

・わが国のエネルギー政策の動向を見極めつつ、新たな
ＣＯ２排出量の削減目標策定など、今後の対応について
検討を進める。

・製品のライフサイクルを通じた省エネについて検討する
組織と製品の製造段階での省エネについて検討する組
織の２つの組織により、目標値の設定について検討を実
施中。
・平成２５年年度末までを目標に低炭素社会実行計画の
目標値設定を行う。（予定）
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・最終年度の結果を踏まえながら対応を検討していく。
（予定）
・具体的な日程等の検討はまだ行っていないが、「当面の
地球温暖化対策の方針」の内容を十分考慮の上、検討し
ていきたい。

・低炭素社会実行計画に関しては、参加の方向で議論を
しているが、目標数値等については、政府のエネルギー
政策や2012年度の数値など未知数な部分も多く、それら
を踏まえ、2013年度中に決定していく方向で進めている。

日本チェーンドラッグストア協会

未策定

日本チェーンストア協会

日本フランチャイズチェーン協会

・「低炭素社会実行計画」参加に向け、自主行動計画に
おける結果（2008～2012年度の平均）等を検証し、新た
な目標指標、基準年度、目標数値を策定する方向で検討
を進めている。
・平成25年12月までには策定したい。
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